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を示す（詳細については石川(1991)、Laitner (1997)、Masson and Pestieau 
(1997)、Horioka (2002) を参照のこと）。1 
 
2.1 ライフ・サイクル・モデル (life cycle model) 





残すか（Levhari and Mirman (1977)、Davies (1981)を参照のこと）、利己的な
遺産動機  （例えば、老後の面倒をみてもらった見返りとして遺産を残す
Bernheim, Shleifer, and Summers (1985)、Cox (1987)流の「戦略的遺産動機」
（｢交換動機｣）または老後の生活費に対する経済的援助の見返りとして遺産を





2.2 利他主義モデル (altruism model)2 


















































































































帯主が 20 歳以上の世帯（単身世帯を含む）であり、標本世帯数は約 2,000 世帯、
回収世帯数は約 1,200 世帯であった。5 
 
4.2 ｢家計における金融資産選択に関する調査｣ 
「家計における金融資産選択に関する調査」は、1988 年以来、2 年に 1 回、
総務省（旧郵政省）郵政研究所によって実施されている。調査地域は全国、調
査対象は世帯主が 20 歳以上の世帯（単身世帯を含む）であり、標本世帯数は約































（42.5% 対 19.3%）。 
したがって、両国ともライフ・サイクル・モデルが支配的であるが、ライフ・
遺産動機 日本 アメ リ カ
ラ イ フ ・ サイ ク ル・ モデルと 整合的な考え方
( 1) 子供が老後の面倒を 見てく れる なら ば、 遺産を 残すため
の努力をし たい 6. 4 3. 4
( 2) 子供に遺産を 残すための努力は特にし ないが、 結果的に
財産が余れば遺産と し て残す 69. 3 51. 1
( 3)  子供には遺産を残さ ない 5. 0 2. 9
小計 80. 7 57. 5
利他主義モデルと 整合的な考え方
( 4) 子供が老後の面倒を みてく れる か否かにかかわら ず、 遺
産を残すための努力をし たい 19. 3 42. 5
小計 19. 3 42. 5
合計 100. 0 100. 0
表1： 遺産動機の日米比較
データ の出所： 総務省郵政研究所、 ｢貯蓄に関する 日米比較調査｣( 1996年）



















本の場合のほうがはるかに高く、アメリカの５倍以上にも上る（34.2% 対 6.0%）。 
遺産の分配方法 日本 アメ リ カ
ラ イ フ ・ サイ ク ル・ モデルと 整合的な考え方
( 1)  子供には遺産を残さ ない 5. 0 2. 9
( 2)  面倒をみてく れた子供に多く 、 も し く は全部残す 29. 2 3. 1
小計 34. 2 6. 0
利他主義モデルと 整合的な考え方
( 3)  均等に分ける 44. 2 84. 1
( 4)  所得の低い子供に多く 、 も し く は全部残す 1. 8 0. 4
小計 45. 9 84. 5
王朝モデルと 整合的な考え方
( 5)  事業を継いでく れた子供に多く 、 も し く は全部残す 5. 7 0. 4
( 6)  自分の面倒を みてく れなかっ たと し ても 、 長男・ 長女
に多く 、 も し く は全部残す 7. 7 2. 2
小計 13. 4 2. 6
その他
( 7)  その他 6. 4 6. 9
小計 6. 4 6. 9
合計 100. 0 100. 0
表２ ： 遺産の分配方法の日米比較
備考： それぞれの考え方を持っている 回答者の割合を示す。 単位は％。 無回答者
は分母から 除いてある 。

















































自分の親 86. 4 88. 6
配偶者の親 84. 4 84. 8
子供 91. 6 91. 9
兄弟 60. 3 61. 6
友人 -- 19. 4
知人 11. 2 --
被災者 -- 49. 3
見知ら ぬ人 1. 6 --
備考： 経済的援助をする と 答えた回答者の割合を示す。 ただし 、 分母
と し て、 該当者のいる 回答者の数を用いた｡単位は％。
データ の出所： 総務省郵政研究所、 ｢家計における 金融資産選択に関す
る 調査｣( 1998年、 2001年) 。


















かが分かる｡野口他(1989)、ホリオカ他 (1998, 2002)、Horioka et al. (2000, 
2002)および Yamada(2002)によると、遺産を残す予定の親のほうが子と同居し、
子に世話・介護・経済的援助をして貰う確率が高い。14 また、駒村(1994)、

































































いてのみ言及する（詳細については、Barro (1974)、 Weil (1989)および Masson 














11.2 資産格差への影響  
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1 家計が遺産を残すこと自体（遺産額そのもの）から効用を得ると仮定するモ













                                                                                                                        
5 この調査からのデータのより詳細な紹介については、ホリオカ他 (1998) お
よび Horioka et al. (2000)を参照のこと。 
6 他の調査からの類似したデータについては、Horioka (2002) を参照のこと。 
7 他の調査からの類似したデータについては、Horioka (2002) を参照のこと。 


























                                                                                                                        
的には拡大する。ただし、Chu (1991) が示しているとおり、親が遺産を全額特
定の子に残すことによってその子の上昇移動の確率が高くなり、定常状態にお
いては社会全体の資産格差が縮小する可能性がある。 
